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冒頭の総論「福祉社会に向けての基本戦略」では、福祉の思想と保障の原理を再構築しなけれ

ばならないこと、社会福祉事業の目的はすべての国民に対する安心の給付であること、そして社

会の再生産力を量と質の両面で保証しなければならないこと、を力説し、日本の21世紀の「ナシ

ョナル・ゴール（国民的目標）」を指し示す提言となっている。 

第Ⅰ部は、社会保障改革を考えるうえで、枠組みとなる社会構造変動と社会システムについて

の考察や、その改革を担う主体の問題、あるいは経済学上の考察軸に、効率と公平だけでなく、

第三の軸として「安定」を取り入れるという提言、年金改革における経済学からの評価方法への

接近など、改革の方法論に重点を置いた考察を中心に編成した。第Ⅱ部では、本書の特徴となる

と思われる持続可能な福祉社会構築のカギとなる雇用・就業との関係に焦点をあてた。女性の就

業や高齢者の就業を可能にする社会・生活システムの形成が、持続可能な福祉社会構築の核心部

分の一つである。さらに第Ⅲ部では、日本より先に社会保障制度を発達させた国々が、1980年代

以来の低成長やインフレの中で、いかに社会保障制度を再構築したか、二つの論稿で考察した。 
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新福祉経済社会の構築 

すべての人びとの「安心」と「社会連帯」をめざして 


